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第１１章 １９世紀後半の国家間関係（Part One）
１８１５―５４年の４０年間とクリミア戦争後の１９世紀後半の最初の数年間は，実に対
照的な期間である。平和的状況がほとんど乱されることのなかった４０年が経過し
た後に勃発したクリミア戦争の終焉から１８７０年までの１４年の間には，列強諸国の
少なくとも１ヵ国を巻き込んだ戦争が４度に亘り戦われている。これら４度の戦
争――イタリアの処遇を巡る１８５９年のフランスとオーストリア間の戦争，シュレ
スウィヒ・ホルシュタイン両公国の帰属を係争とする１８６４年のプロイセンとデン
マーク間の戦争，ゲルマン民族の主導権争いに端を発する１８６６年のオーストリア
とプロイセン間の戦争［ドイツ統一戦争，七週間戦争，ドイツ市民戦争，或いはイタリア統
一運動との関連では，第三次独立戦争とも呼ばれる。戦後，宰相ビスマルクの指導の下，ドイツ
統一国家に道を開く北ドイツ連邦（North German Confederation）が成立。イタリアはオースト
リアからヴェネチアの割譲を受ける。訳注］，１８７０―７１年のフランスとプロイセン間の
戦争――を通じて，１８１５年のウィーン会議が決定した領土取り極めの大幅な変更
が余儀なくされるとともに，それから４０年後に成立した１８５６年のパリ条約も無傷
ではあり得なかった。
ヨーロッパの諸国は，このように戦争が頻発する状況の到来に直面するととも
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に，１８世紀以降初めて，「アンシャン・レジーム（ancien régime）」［１９世紀の国民
国家成立以前のフランス王政期のヴァロア王朝及びブルボン王朝を指すことが多い。特に，１４世
紀から１８世紀にかけての封建貴族を支配的階級とした封建主義的統治体制。訳注］を思わせる
政策追求と目標設定へと回帰して行った。１８１５年以降，国家間の取り極めは，ご
くわずかの例外的事例を除くと，列強諸国間のコンファレンスの成果であり，国
際的な立法化を伴った普遍的な協定であったか，或いは――普遍的な協定でない
場合には――同盟関係の形成というよりも，相互了解を意味する緩やかで一時的
な取り極めであった。この４０年に亘る期間中においては，領土の改変や変更は，
列強諸国すべての承認に止まらず，彼らの保証を受けることがしばしばであった。
ところが，１９世紀後半になると，取り極め内容を明確に規定した攻撃的な軍事同
盟関係の樹立へと回帰する傾向が顕著になり，しかもその主たる目的が，これか
ら仕掛ける戦争において，締約国の少なくとも中立を，でき得るならば援助を確
保することにあった。他方，締約国側としては，提供した援助の見返りとして，
或いは戦争によって齎された締約相手国の利得の分け前として，一方的な領土の
変更・変換要求を行なうことが時代の趨勢となったのである。
イタリア統一国家成立の立役者カヴール（Camillo Benso, conte di Cavour，１８１０―
６１）［イタリア王国の初代首相。ガリバルディ，マッツィーニと並ぶ「イタリア統一の三傑」の
一人で，「神がイタリア統一のために地上に遣わした男」と歴史家に評されたが，徹底した現実
主義者で，革命的手段を無秩序と反動を招くものとして否定した。訳注］が，１８５８年，ナポ
レオン３世と結んだ「プロンビエールの密約（Patto di Plombiéres）」［イタリア半
島のオーストリア領土ロンバルディアとヴェネチアの併合を目論むピエモンテ＝サルデーニャ王
国が，オーストリアを挑発することによって戦争状態を引き起こし，サヴォイの割譲を条件にフ
ランスがサルデーニャ側に立って参戦することを約した。訳注］は，「１９世紀最初の意図的
な開戦を目的とする陰謀」とされているが，カヴール自ら，「非革命的手段を通
じて［対オーストリア］戦争をいかに生起させるか，……これは実に困難な方策
であるが」，この密約はイタリアの政治地図を新たに塗り替えることを目指した
ものであると吐露していた。（１）その内容は，オーストリアを敗北へと導くととも
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に，北イタリア王国を樹立することを主目的とし，フランスのピエモンテ＝サル
デーニャ王国支援の密約の見返りとして，王国の一部サヴォイをフランスに割譲
するというものであった。そして，この密約は１８５９年１月の両国間の条約によっ
て公式に認められたと同時に，首尾よく行った場合には，フランスはサヴォイの
他にニースを手中に収めることになった。その直後の１８５９年３月段階には，フラ
ンスとロシア間に秘密条約が成立する。この仏・露条約は，クリミア戦争の戦後
処理を定めたパリ条約の改変を志向するロシアに対するフランスの支援の見返り
として，フランスとオーストリア間に戦争が生起した場合，ロシアがこの戦争へ
の中立的立場の保持を保証したものである。次いで，１８６３年になると，ビスマル
クがポーランドにおける武装蜂起の鎮圧に対してロシアへの援助を約したアルヴ
ェンスレーベン協定（Alvensleben Convention）を締結した。これは，ドイツ各
地で頻発する政治的混乱が戦争状態を招来させる場合に備えて，ロシアの不介入
を取り付けておくという思惑から出て来たものでもある。ビスマルクは，それだ
けに止まらず，ロシアがポーランドから手を引くようなことがあれば，ポーラン
ドの占領を敢行し，列強諸国のポーランドの独立への関心を意に介さないという
ことを公然と口にしていた。さらに，翌１８６４年の対デンマーク戦争［第二次シュレ
スウィヒ戦争。この戦争の結果，シュレスウィヒ・ホルシュタイン両公国がプロイセンに編入さ
れた。訳注］では，第一次シュレスウィヒ戦争［１８４８―５１年にかけてのプロイセンとデン
マーク間のシュレスウィヒ・ホルシュタインの領有を巡る戦争。列強諸国の仲介によって，停戦
協定が結ばれた。訳注］後に調印されたロンドン議定書（１８５２年）の遵守を謳って，
オーストリアにプロイセンとの同盟関係に入るよう画策，見事に成功するのであ
るが，これにはデンマークが両公国の領有権を完全に失う事態を見据えて，両公
国の将来に関する意見の不一致をもってオーストリアに戦争を仕掛ける口実にす
るという計算も，ビスマルクには働いていたのである。オーストリアとプロイセ
ン間に戦争勃発の気配が強まってきたとき，ナポレオン３世は，１８６５年段階での
ビスマルクの巧言的示唆，即ち，来るべき戦争にフランスが中立的立場を保持し，
仲裁国としての役割を果たす用意があるのであれば，ヴェネチアを手中に収めら
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れるという誘い水に異を唱えようとはしなかった。ところで，それに先立って，
ナポレオンは，応分の報償（quid pro quo）が得られるならば，デンマークが領
有する両公国のプロイセンへの編入を保証してもよいとビスマルクに匂わせてい
たのである。しかし，このビスマルクとの非公然の諒解にしても，同じ時期の１８６６
年６月，ナポレオンがオーストリアとの外交交渉に入るという両面作戦を防ぐ手
立てとはならなかった。この仏・墺合意は，普・墺戦争での中立的立場をオース
トリアに保証する見返りとして，オーストリアが戦後の和平交渉の場でフランス
の利益の代弁者として行動すること，さらに，ヴェネチアをフランスに割譲する
ことを約したものである。１８６６年４月に結ばれたプロイセンとイタリア間の同盟
関係は，さらに一歩先を行ったものであった。この同盟は，普・墺戦争の勃発を
前提として結ばれたというだけではなく，調印から３ヶ月以内に開戦に到らなか
った場合には，同盟関係を解消するという条項をも含んでいた。来るべき普・墺
戦争におけるプロイセンの勝利の代償として，フランスが大公国（Grand Duchy）
［ルクセンブルク大公国，公式名称は Grand-Duché de Luxembourg。訳注］の領有を要求し
た結果引き起こされた１８６７年のルクセンブルク危機の際，ナポレオンは対プロイ
セン戦争を想定した同盟条約の締結を一度ならずオーストリアに迫った。オース
トリア側の拒絶にも拘らず，彼は自らがプロイセンとの戦争に直面する１８７０年ま
で，執拗に仏・墺間の同盟関係の構築に期待し，交渉を持ち続けた。こうした動
きに対して，プロイセンは普・仏戦争開戦の備えとして，１８６６年８月と，さらに
明確な形では１９８７年３月に，オーストリアが普・仏戦争にフランス側に立って参
戦した場合には，ロシアがオーストリアを攻撃するという公約を取り付けた。そ
の見返りとして，ロシアはクリミア戦争後の戦後処理を定めたパリ条約（１８５６年）
中の屈辱的な黒海条項の破棄に関して，それを支持するというビスマルクの言質
を手に入れたのである。
以上がこの時期に見られる外交の特徴的側面であるが，他方，コインの裏側で
は，多数国間のコンファレンスによる合意形成方式の凋落ぶりも際立っていた。
コンファレンスが開催された場合でも，そこでの討議がヨーロッパに直接的に関
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する問題に直面すると，クリミア戦争以前のコンファレンスとは比較にならない
ほどの効力しか発揮できなくなっていた。いずれもパリで開催された１８５８年の会
議，１８６０―６１年の会議，及びビスマルクの提唱になる１８６９年の会議は，各々モル
ドヴァ・ワラキア両公国の処遇問題，キリスト教徒保護を名目とした英・仏両国
のシリア介入問題，オスマン・トルコ支配からの脱却を目指すクレタ島キリスト
教徒の反乱問題（１８６６―６９年）［数度の反乱を経て，１８９８年にオスマン帝国の支配を脱し，
自治権を獲得した。その後，１９１３年にギリシャに編入。訳注］を議題としたが，これらヨ
ーロッパ外の問題については，かなりの成果を挙げたと言える。しかし，ヨーロ
ッパに直接的に関係する問題の解決のために開催された１８６４年と１８６７年のコンフ
ァレンスは，ともに様々な障害に見舞われたのだが，そうした障害は列強諸国間
の相互不信によって齎されたものだけではなかった。（２）
１８６４年のロンドン・コンファレンスは，イギリスの仲裁により，第二次シュレ
スウィヒ戦争の戦後処理のために招集された。片やプロイセンとオーストリア，
片やデンマークが当事国である。このコンファレンスは，紛争処理の基礎として，
「条約に基づく権利（treaty rights）原則」に代わって，「自決権（self-determination）
原理」を適用しようとした史上初めての多数国家間の会合であった。第一次シュ
レスウィヒ戦争後の停戦協定（１８５２年）を技術的に変更するだけでよいと考えて
いたイギリスの事前の目論見が外れ――「自決権原理」は「ヨーロッパにとって
新しすぎるものであり」，「ヨーロッパの均衡状態に影響を及ぼす問題を処理する
必要が生じた場合，列強諸国が当該国の国民大衆と協議に入る習慣はない」とい
う皮肉にもイタリア統一運動の熱烈な支持者であったイギリスの外相ジョン・ラ
ッセル（Lord John Russell，１７９２―１８７８）［ウィッグ党の指導者。１８４６―５２年の間，首相を
務め，パーマストン内閣の下では（１８５９―６５年），外相を歴任した。イタリアの独立を支持し，ア
メリカの南北戦争に対しては南軍に同情的な姿勢を示した。訳注］の抗議の声にも拘わら
ず（３）――，他の参加諸国は，シュレスウィヒ・ホルシュタイン両公国を民族的
な境界に基づいて分割すべきであるとするナポレオン３世の提案に与した。とこ
ろが，関係諸国にとって，民族別による境界の設定に現実的な合意点を見い出す
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ことが，実はそれほど簡単ではないということが明らかになった。その後開催さ
れた各種のコンファレンスの例を見てもわかるように，「自決権原理」を現実的
に適用する場合に比べて，「条約に基づく権利原則」の方が曖昧な部分が少なく，
従って，列強諸国にとっても適用しやすい考え方であった。このこともあり，ま
たデンマークが会議の成功を望まなかったこともあって，ロンドン・コンファレ
ンスは１８５２年協定を葬り去った後に頓挫し，結局，第二次シュレスウィヒ戦争へ
となだれ込んで行くことになった。１８６７年には，再度，コンファレンスがロンド
ンで開催されたが，この会議では，大公国ルクセンブルクの併合を目論むフラン
スが引き起こした危機的状況を，フランスに併合計画を撤回させ，プロイセンに
ルクセンブルク領内の駐屯軍を撤退させ，さらに，非武装化されたルクセンブル
クの中立化をヨーロッパの列強諸国の集団的保障の下に置くことによって回避し
た。しかし，時代の趨勢を先取りしたイギリスは，ここぞとばかり，集団的保障
の意味合いに新たな解釈を持ち込んだ。それは，保障国のいずれか１ヵ国が保障
地域の領土を侵犯した場合には，他の保障国は保障義務の遵守を免れるという解
釈である。
ヨーロッパにおける協調体制の退潮は，別の方面においても明らかになってい
た。時勢の雲行きが怪しくなるにつれて，以前よりも頻繁にコンファレンスの開
催提案がなされたが，当時の政治家連は，協調して会議に参加し妥協点を模索す
るという点では，クリミア戦争勃発以前と比べてその気持ちが薄れ，従って，協
調することを嫌がる傾向が強まった。１８５９年のイタリア統一運動を巡るフランス
・オーストリア戦争を回避すべく，一度ならず関係諸国間の国際会議の開催が叫
ばれた。例えば，イギリス政府は，オーストリアがイタリア中央部の諸公国に対
する干渉権を放棄する見返りとして，かつてクリミア戦争後に黒海を中立化した
と同様，ヨーロッパの協調体制を支える列強諸国が主導して，ピエモンテ＝サル
デーニャ王国を「中立化」すべきであると提案した。イタリア統一問題を列強諸
国間の争奪戦から切り離そうとするこの提案を，オーストリアにしても，ピエモ
ンテ＝サルデーニャにしても，受け入れる用意がなかった。＊次いで，ロシアの
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イタリア問題に関するコングレス開催提案も，何ら成果を生み出すことなく葬り
去られた。ピエモンテ＝サルデーニャが少なくとも事前に武装解除に同意し，オ
ーストリアへの従属的関係を認めない限り，ピエモンテ＝サルデーニャが参加す
るいかなる会合にも参加する意志がないとオーストリアは主張し，また他方，フ
ランスとロシアがこのコングレス開催を利用して，１８５６年のパリ条約の更改を画
策しているのではないかという猜疑心から，イギリスはロシアとの共同歩調を拒
んだためである。さらに，例えば，１８６０年，イギリス政府はシュレスウィヒ・ホ
ルシュタイン問題解決への道筋の一環として，関係諸国による軍縮会議の開催を
提案したが，これもすべて徒労に終わった。もう一例挙げると，１８６３年初頭にポ
ーランドで反露暴動が発生，その後イギリス，フランス，オーストリアの列強３
ヵ国がポーランドとロシア間の武力行使の即時停止と，ポーランド自治国家の設
立を求めた共同抗議通牒をロシア側に送付した。これに対するロシアの返答は，
ポーランドに限定することなくヨーロッパが抱えるすべての問題を討議に付する
場合に限って，コンファレンスの開催に同意するというものであり，このロシア
の返答が上記３ヵ国によって拒絶されるや，第二の共同通牒には黙殺という手段
を行使したのである。
＊１８５９年の仏・墺戦争（第二次イタリア独立戦争ともオーストリア・サルデーニャ戦
争とも呼称される）の勃発後，イギリス政府は，「中立化原理（principle of neutralisa-
tion）」をオーストリアの最も脆弱な軍事的側面を補強する手段として，さらにはオ
ーストリア側に立って参戦する事態を回避する対案として利用するとともに，アドリ
ア海の中立化構想への合意をフランスに求めることによって，自国の参戦を未然に防
止しようとしたのである。
その後，同じ１８６３年の１１月に，ヨーロッパの平和的改変を夢見てきたナポレオ
ン３世が軍備の縮小と国境線の改定作業を伴うヨーロッパの政治地図の変更を主
要議題とするコンファレンスの開催を提案した。この提案が仏・露両国の利益を
一方的に増進させようとする狙いからの提案ではなく，コンファレンス方式の下
で，ヨーロッパ諸国の民族的大義の増進に資する提案であったならば，イギリス
政府もその開催を歓迎したはずである。つまり，イギリス側の思惑は，パーマス
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トン首相によれば，「フランスの東方国境沿いのライン川流域問題には触れ
ず，１８５６年のパリ条約でロシアに課した責務を解消しないという条件下で……，
モルドヴァとヴァラキア両公国をオーストリアに，ヴェネチアとローマ教皇領を
ピエモンテ＝サルデーニャ王国に，シュレスウィヒ公国をデンマークに各々編入
し，１８１５年にロシアに併合されたポーランドをロシアから分離して独立した国家
にすること」（４）であった。軍備の削減とヨーロッパの政治地図の改変とは不可分
の問題だったこともあって，皮肉にも民族の大義と自由を標榜するラッセル外相
が，条約に基づく権利の尊重と「現状（status quo）」維持を前面に打ち出して，
ナポレオン３世のコングレス開催提案を一蹴したのであり，また，彼がその根拠
として，ヨーロッパが直面する全問題を討議の対象とすることは，ヨーロッパの
政治的緊張を緩和するどころか，緊張状態の増大を招く懼れがあると述べたとき，
彼は各国政府の思いを代弁していたのである。
プロイセンとオーストリア間の戦争が目睫に迫りつつあった１８６６年，ナポレオ
ン３世は，再度，ヨーロッパの全般的問題を一括して討議に付する諸国間コンフ
ァレンスの開催を提議した。この提案に対して，オーストリアは，既存の領土の
変更に関する案件を議題から取り除くことを条件に，賛意を示した。他方，イギ
リスは，「自国の名誉と自国の利益」にとって，今回のコンファレンスでの予想
される決定事項が，遵守するに足る充分な内容を含むものとなるとは思われない
と表明したのだが，仮にイギリスが開催提案に積極的な姿勢を見せたとしても，
プロイセンが同意することはおよそ考えられなかった。次いで，１８６７年，ローマ
教皇領の奪取を目指すジュゼッペ・ガリバルディ（Giuseppe Garibaldi，１８０７―８２）
［カヴール，マッツィーニと並ぶ１９世紀後半のイタリア統一運動（Risorgimento）の指導者。カ
ヴールの現実主義とはしばしば対立，夢見る革命家の面影がその風貌からも窺がえる。訳注］
の反乱を教皇領の守備に当たるフランス軍が鎮圧した後，ナポレオン３世は，ロ
ーマ教皇の世俗的権力（temporal power）の承認を目的とするコンファレンスの
開催を提案，これに対してイギリスもプロイセンも直ちに拒否した。＊さら
に，１８６９年には，フランス政府の使嗾もあって，イギリス政府は以前にも提唱し
98
たことのある軍備削減に関するコンファレンスの開催を提案した。言うまでもな
く，この提案は迫り来るフランスとプロイセン間の戦争を回避することが目的だ
ったのだが，ビスマルクによっていとも簡単に一蹴された。
＊フランス政府は，このコンファレンスにカトリック教国を多数参加させようと画策
して，列強諸国の他にドイツの中小のカトリック諸国を招致したが，このことが結果
的に，ヨーロッパの協調体制の不文律を犯すことになり，さらにプロイセンを挑発す
ることにもなった。
確かに，クリミア戦争以前においても，コンファレンスの開催を忌避すること
は難しいことではなかった。しかし，１９世紀前半からの一般的慣例からの際立っ
た変化は，単に１８５９年の仏・墺戦争，１８６４年の普・丁戦争，１８６６年の普・墺戦争，
そして１８７０年の普・仏戦争の勃発を未然に防止できなかったことにあるだけでは
なく，これらの戦争によって齎された領土の変更をヨーロッパの協調体制が正当
なものとして承認する力を持ち得なくなっていたことである。１８５９年７月，イタ
リア北東部ヴェローナの近郊ヴィラフランカにおいて，ナポレオン３世の発議で
戦争当事国のフランスとオーストリア間に予備平和交渉が持たれ，彼は「ヨーロ
ッパの仲裁」を公然と口にしていた。この場で作成された和平条項によると，オ
ーストリアがロンバルディアを一旦フランスに明け渡し［その後，ピエモンテ＝サル
デーニャに割譲することを約した仏・墺間の密約条項であった。訳注］，この代償としてか
つて退位に追い込まれていたイタリア中央部の諸公を復位させるとともに，オー
ストリアも一員となるイタリア連合（Italian Confederation）の設立を内容とす
る戦後イタリアの新たな秩序を正式に承認するコングレスの招集が呼びかけられ
た。和平条項を正式承認するためのコングレス開催提案であり，条項の変更はあ
り得ないということがフランス側の態度から明らかになった段階で，イギリス政
府は参加を拒否した。和平条項を変更させる機会として，コングレスを利用しよ
うとしていたからである。他方，当事国のオーストリアも，ローマ教皇の世俗的
権利の実質的な放棄こそがフランスの国益に適うものであり，来るべきコングレ
スにおいてはその実現を図るべきであるとするナポレオン３世の関係者の手にな
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る『教皇とコングレス（The Pope and the Congress）』と題された冊子の存在を重
大視し，その主張を否認するようナポレオンに迫ったが，彼はその要求を拒否，
事ここに到って，オーストリアは一転してコングレス開催の同意を白紙撤回した。
普・墺戦争後の１８６６年７月，ロシアがドイツの将来の在り方に関するコングレス
開催を正式に提案した。この動きは，勿論，クリミア戦争後に結ばれたパリ条約
を改変する機会を醸成させようとする狙いを持ったものではあったが，それだけ
ではなく，ヨーロッパの協調体制の下での君主政的統治という伝統を重視する姿
勢から提唱されたものでもあった。これに対して，ビスマルクは硬軟両用作戦を
用いて，ロシアの提案をかわした。即ち，一方では，プロイセンは「黒海におい
て，ロシアに対する制限条項を継続することには何ら関心を有するものではな
い」という甘言を用い，他方では，ドイツの再統一が外部勢力の干渉なしに行な
えない場合には，「ドイツ国民と近隣諸国の全精力を傾注する」用意があるとい
う警告を発したのである。（５）結局，ロシアはコングレス開催提案を撤回し，尚且
つ，プロイセンとフランス間に戦争が生起した場合には，オーストリアの中立的
立場の維持をロシアが働きかけるというビスマルクの要請を暗黙裡に受け入れた
のだが，元々，ロシア以外のどの列強諸国にもコングレスなりコンファレンスな
りを開催しようという気持ちなどなかったのである。普・仏戦争開戦後一ヶ月も
経たない１８７０年８月，ロシアは，「仮に戦争当事国ではない諸国であっても，戦
後の平和交渉の場から排除されるべきではない」（６）という外相ゴルチャコフ（Al-
exandre Mikhailvich Gorchakov，１７９８―１８８３）［１９世紀中葉以降のロシアの著名な外交官。
卓越した外交感覚の故に，ロシア皇帝アレクサンドル２世の信任が厚かった。訳注］に見られ
るように，再び原則論を繰り広げた。しかし，ビスマルクは普・仏戦争の終結に
際して，列強諸国の仲裁を必要としなかっただけではなく，純粋に普・仏間の２
ヵ国協定であるフランクフルト条約［普・仏戦争後の１８７１年５月に結ばれた講和条約。
アルザス・ロレーヌがプロイセンに割譲され，その遺恨に由来する失地回復運動（revanchism）
が第一次世界大戦の遠因となった。訳注］の締結に際しても，外部勢力の介入を排除で
きたのである。
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普・仏戦争の終結に際して，列強諸国からの仲裁を得ようとするフランスの努
力は，至るところで挫折した。オーストリアでは，外相フォン・ボイスト（Friedrich
Ferdinand, Graf von Beust，１８０９―８６）が「現今のヨーロッパは，最早，在るべ
き本来のヨーロッパではない」（７）との不満を吐露することで自足し，ロシアでは，
原則論ばかりが振りかざされ，それ以上の行動が語られることはなく，イギリス
では，どこまでも見てみぬ振りを押し通す自制的不介入政策に反対の姿勢を示し
たのは唯一人グラッドストーン首相だけであった。そのグラッドストーンにして
も，その反対の根拠は，ヨーロッパの協調体制保持への思いから，或いはヨーロ
ッパの勢力均衡維持への関心から出て来たものではなく，アルザス・ロレーヌ地
域のフランスからプロイセンへの割譲を犯罪的行為と見做していたからであった。
しかしながら，普・仏戦争が終結を見る以前においても，既にそこにはクリミア
戦争が本格化する１８５４年以降，ヨーロッパを揺るがしてきた一連の騒擾状況の終
結点――政治的不安定状況の出発点ではなく，その最終到達点――を示す徴候が
現れていた。１８７０年が終わろうとする直前，本来「国民国家原理（principle of na-
tionality）」の信奉者であるグラッドストーンは，自己の信念とは相反するヨーロ
ッパの協調体制や勢力均衡原理に大きく依存する「条約の不可侵性」を擁護する
立場に変身していたが，それは，１８５６年段階では，彼自らが反対の立場を闡明に
していたパリ条約中の黒海条項を，ロシアが否認するという挙に出たことに対す
る意思表示だったのである。その前１８７０年９月には，ロシアは１８５６年の黒海条項
を公然と非難し，漸く積年の屈辱を払拭させようとしていたが，その際，「公法
上の権利と国家間関係の規範に基づいた成立した条約の遵守・尊重を基礎とした
成文法が，前の時代と一切変わらぬ同義的不可侵性を有しているとする考え方は
承服し難い」（８）と主張して自らの行動を正当化した。ところが，翌１８７１年１月に
なると，ヨーロッパの列強諸国が多数国家間で締結された条約の一方的改変を行
なわないことを宣言するというイギリス政府の要請に応ずる見返りとして，黒海
条項が遅かれ早かれ実質的に廃棄されることになるという諒解に基づいて，ロシ
アは黒海条項を即時に破棄する決定を撤回した。この交換条件の公式化を目的と
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したコンファレンスが――ビスマルクの音頭の下で――ロンドンで開催された。
戦争と急激な状況の変化を伴った１５年という年月の幕を閉じるに当たって生起し
てきた以上のような混乱状態と矛盾の中に――即ち，普・仏戦争の終結を目的と
した列強諸国間の講和会議開催を忌避しようとしたビスマルクの対応の中に，そ
の同じ人物がさらなる戦争を回避するために，コンファレンス開催に向けて主導
権を発揮したその対応の中に，国民国家原理と条約の不可侵性の間で揺れ動いた
グラッドストーンの迷いの中に，ヨーロッパの没落と国際的道義心の凋落を慨嘆
する声の中に，さらには，道義心を復活させる手立てとして，普・仏戦争後の１８７１
年に採られた方策の中に――，１８５６年以降に戦われた仏・墺戦争を始めとする各
戦争とそれらの戦争が齎した変化を垣間見ることができるだけではなく，ヨーロ
ッパの協調体制の凋落の原因と理由を見い出すことができる。それに加えて，１９
世紀の残余期間における協調体制の限界性とその特質を理解する鍵をも見い出す
ことができる。
１８５６年以降のヨーロッパの政治的・軍事的不安定状況の主たる源泉は，第一に
は，ヨーロッパにおける権力の再分配が数年を経ても緩慢な動きしか見せず，そ
の緩慢さ故に，「現状」への変化を促す圧力を弥が上にも積み上げられて行った
という事実にあり，第二には，各国政府が国民国家主義という大衆の力と手を携
えて相互に締結し合った同盟関係にあり，そして第三には，イギリスとロシア両
国がヨーロッパの表舞台から次第に姿を消して行ったことにある。第一の要素は，
始めのうちは，フランスの復興の中に体現されているような形で現われた。しか
し，現代の時点から歴史を振り帰って見るとわかるように，この時代を動かして
いた中心的な歴史過程は，実は，ヨーロッパ大陸への工業化の伝播に逸早く対応
した英・仏の西側列強２ヵ国の犠牲となって，工業化に乗り遅れたオーストリア
とロシアの東方列強２ヵ国の力（power）が相対的に低下したことである。この
ことは，視点を変えてみると，ゲルマン民族支配地域におけるオーストリアの勢
力がプロイセンの台頭によって殺がれたことを意味するとともに，イタリア半島
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におけるオーストリア勢力の減少がピエモンテ＝サルデーニャ王国にとって有利
に働いたことを意味した。仮に当時のフランスがただ単にオーストリア一国を凌
ぐ強国に止まらず，ヨーロッパの列強諸国すべてを凌ぐ強国として映っていたの
が事実であるとするならば，それは，取りも直さず，ナポレオン３世がイタリア
半島におけるオーストリアの勢力減少を促進させるというそれほど困難さを伴わ
ない目標に向け，機先を制して最初の努力を傾注したからに他ならず，さらには，
国民国家主義的な考え方と運動を取り込んだヨーロッパで最初の政府が，フラン
ス政府であったからに他ならない。
ナポレオン３世は，クリミア戦争の開戦以前から，国民国家主義的主張を前面
に押し立てつつ，１８１５年のパリ講和条約の破棄が自らの政策目標の一つであるこ
とを包み隠そうとはしなかった。「本来，偉大な政治的革命の場であったはずも
のが，およそ意味のない勝ち負けを競うだけの競技会に堕してしまった」（９）と慨
嘆して見せたパリ会議後のナポレオンは，逸早くロシア国内の政情不安，イギリ
スの国民国家主義的主張への共感，イギリスとロシア間に生み出されてきた新た
な対立感情，さらに，オーストリアの歯止めのかからない弱体化現象などを，フ
ランスの国益の増大化のために，また，イタリア半島の国民国家主義運動を推進
するために最大限利用したのである。彼の過ちは，ポーランドがロシアから独立
し，ドイツ南部の中小公国群がオーストリアやプロイセンとは切り離された連合
国家を形成し，かくして，当初はイタリア半島において，その後はより広範な規
模において，国民国家主義原理が成功裡に推進されることが，フランスの国益に
適うものであり，そこからフランスの庇護の下に，弱小国家群の連合体がヨーロ
ッパの地に形成されることになると想定したことにある。この想定に基づいて，
オーストリアの列強国家としての地位に繰り返し揺さぶりをかけている間に，ま
さにこの国民国家主義原理がフランス政府のみならず，ヨーロッパの他の列強諸
国政府の受け入れるところとなる危険性――従って，このことが，ヨーロッパ諸
国の経済的発展とオーストリアの政治的凋落という要素と絡み合って，既存の勢
力均衡状態を大きく転換させることにがり，その結果，単にオーストリアに決
F.H. ヒンズリー『権力と平和の模索』（） 103
定的な打撃となるだけではなく，フランスにとっても大いなる打撃を与える統一
されたドイツ国家，統一されたイタリア国家を図らずも生み出すことになる危険
性――をナポレオン３世は一顧だにしなかった。つまり，１８４８年にヨーロッパ中
を席巻した革命が挫折してから１０年の間に，ヨーロッパに政治的不安定状況と激
しい変化を齎したこの圧倒的な推進力（impetus）［国民国家主義原理，訳注］がその
牙をき出し，猛威を振るうことになったのである。
クリミア戦争の時期までは，列強諸国は革命に対する共通の怖れから，「現状」
の維持を墨守すべく，共に自制的に振る舞い，その限りで認識を共有していた。
ところが，１８５６年以降になると，一人フランスに限らず，他の列強諸国も他国に
対して自国の利益を第一義的に優先させる手段として，国内に横する国民国家
主義原理という力（force）との提携に踏み切り始めた。かつてピエモンテ＝サ
ルデーニャ王国の目的達成のために，民主主義とか国民国家主義という新たに出
てきた理念とは一線を劃してきたカヴールが，パリに亡命中のダニエーレ・マニ
ン（Daniele Manin，１８０４―５７）［ヴェネチア生まれのイタリア統一運動の指導者。亡命先
のパリで共和主義者から王制派に転向。死後１０年経って，遺骨が生地に戻され，盛大な葬儀が執
り行われた。訳注］らが組織した「イタリア国民協会（Società Nazionale Italiana）」
が共和主義を放擲し，マニン自らも必要となれば，「国民協会」を解散するとい
う諒解の下で，極秘裏に「国民協会」を支援するようになったのは，まさに１８５６
年のことであった。（１０）ビスマルクの場合は，ドイツ民族主義と自由主義を利用す
るという点では，彼の政治的動き一つ一つに如実に示されているように，その徹
底さにおいてカヴールの比ではなかった。しかも，彼の場合，それが政策に反映
していただけではなかった。１８５７年，既存の列強諸国の統治形態の革命的起源を
振り返った際，彼は「政治家が内政，外交を始めとするすべての政治的努力を反
革命原理に傾注し，この反革命原理を対外関係における唯一の試金石として利用
してきた」１９世紀前半の政治状況を時代遅れのものとして斥けた。（１１）従って，１８６０
年以降のナポレオン３世が，ヨーロッパの再構成という壮大な夢を徐々に後退さ
せ，修正主義に対する条約に基づく権利の保守的な擁護者，国民国家主義に対す
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る補償請求の保守的な擁護者へと変身を遂げていったのも無理からぬことだった
のである。例えば，１８６６年に，自らの手で「イタリアにおける革命を勝利へと導
いた」こと悔やんだり，（１２）ライン川地域へのプロイセン軍の侵攻に対してその補
償を要求したこと，また，例えば，１８５９年にはローマ教皇の世俗的権利の削減を
企図するコンファレンス開催を構想していたのに，１８６７年になると，教皇領諸国
を糾合して新たな連合国家設立を図るコンファレンスの開催を求めたこと，さら
に，同１８６７年以降には，既存条約の保持及び「現状」の護持という名目の下，そ
れまで数多くの侮辱的言辞を投げつけてきたハプスブルク帝国との同盟関係を執
拗に追い求め続けたこと，そして，例えば，１８７０年段階では，フランスの安全保
障がイギリスとロシア両国との友好的な関係に依存し，冷え切った関係にある英
・露間の和解の実現に懸かっていると判断していたことなども理由なしとは言え
ないのである。
イギリスとロシア両国は，過去１５年に亘り相互に和解の道を歩もうとして来な
かった。１８１５年のウィーン講和会議以降に両国が追い求めた，協調と介入という
両面政策を超える不退転の決意に基づく強力な政策を遂行することによってのみ，
この間に生起した種々の変化を喰い止めることができるはずだったのだが，比較
的良好だった英・露両国の仲がクリミア戦争によって引き裂かれ，さらには，オ
スマン・トルコの処遇を巡る相互の猜疑心が嵩じて，両国関係は悪化の一途を辿
った。１８１５年のウィーン講和条約体制の最も忠実かつ熱心な擁護者で在り続けた
英・露両国が，その擁護への関心を失って行った理由の一つがそこにある。つま
り，皮肉なことだが，ウィーン講和条約体制擁護という点に関する限り，両国の
協力関係が崩れ，関係修復の姿勢を失いつつあったときにこそ，両国には以前を
上回る協力態勢の構築が求められていたのである。しかしながら，英・露両国が
ともにヨーロッパが抱える諸問題――とりわけ，ヨーロッパを席巻する国民国家
主義の大きなうねりから生じる政策上の諸矛盾――から手を引いて行った理由は
これだけではない。
ロシアはヨーロッパの改変，特に――ロシアの体質的な保守主義から，さらに，
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ポーランドの独立気運に対する懸念もあって――国民国家主義的な改変に対して
は，根本的に反対の姿勢を貫いてきた。１８５６年，ロシア皇帝アレクサンドル２世
は，イタリアにおけるフランスの政治的・軍事的動きに関して，「こうしたフラ
ンスの動きは，元々安定性を欠くヨーロッパ外の地域はともかく，ヨーロッパの
各国政府が等しく共有する原則を歪めるものである」（１３）と批判した。ロシアが
１８５６年から１８７０年にかけて，一度ならず諸国間のコンファレンスの招集を呼びか
けた理由は，――パリ条約に基づく黒海条項の改変を実現したいという希望に劣
らず――ヨーロッパの協調体制の諸原則に対して，以前と変わらぬ大きな関心を
寄せていたからである。しかし，ロシアのこうした原則論的態度は，クリミア戦
争で中立的立場に終始したオーストリアに対する復讐の欲求を満たし，１８５６年の
黒海条項の改変への援助を求めるために，ナポレオン３世とビスマルクに期待を
寄せるという便宜主義とは相容れないものであった。ロシアのこの便宜主義こそ
が，「現状」の維持という名目の下での介入政策の挫折，即ち，数度に亘るコン
ファレンス開催提案をことごとく失敗へと導いた原因なのである。ヨーロッパの
不穏な政情に乗じて，オーストリアの力を殺ぎ，その上で，オスマン・トルコで
漁夫の利を得るという目前の利益に目を奪われたことが，「現状」の庇護者とし
て，まずはナポレオン３世指導下のフランスに対して，次いでビスマルク指導下
のプロイセンに対して，ロシアが積極政策をもって当たることをおよそ不可能に
させたのである。
ロシアの外交が自国の利益優先と国民国家主義に対する忌避感情との狭間で挫
折したのと同じように，イギリスの外交は，国民国家主義運動の高まり――正確
性を期するならば，国民国家主義的主張に対する共鳴の拡がり――によって，「無
力化」（neutralise）させられた。こうした外交姿勢の結果，歴代のイギリス政府
は，国民国家主義に有利と思われる時代の変化に敵対すること，特に，時代の変
化に抗してロシアとの協力関係を築くことを不可能にさせたのである。クリミア
戦争後のパリ会議の場で，クラレンドン外相がオーストリアのイタリア政策を論
難したことを嚆矢として，その後のイギリス政府は，一貫してヨーロッパの国民
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国家主義に基づく変化を奨励する側に回った。１８５６年，イタリア統一運動の指導
者カヴールが，イギリスはピエモンテ＝サルデーニャ王国を支援せざるを得なく
なるだろうと語ったが，この発言に対して，「その通り。しかも我が国の支援は
心からのものであり，全力を傾注しての支援になるだろう」とクラレンドン外相
が明言しただけに止まらず，パーマストン首相も，同時期に，「オーストリア皇
帝がイタリア問題に関して採るすべての手段に対しては，それを半歩勝る手段を
もって応ずる用意が我々にはある」と語っていた。（１４）１８６０年に各国政府宛に送達
されたイギリス外相ラッセルの書簡は，イタリアの統一を承認しただけではなく，
その承認を国民の意思に基づく時代の要請であるとして正当化していたが，この
ことは，国民感情に合致しない条約上の取り極めを一切認めないということに等
しかった。（１５）しかしながら，こうしたイギリスの国民国家主義への支援にしても，
ロシアの正統主義への固執と同じように，道義的な意思表示に過ぎなかったので
あるが，その理由は，国民国家主義への支持政策がヨーロッパの勢力均衡に対す
る歴代のイギリス政府の大いなる関心とは相容れないものだったからである。こ
の時期にイギリスとロシア両国が積極的な介入政策を手控えたのは，結局のとこ
ろ，生起して来る種々の変化をヨーロッパの勢力均衡と両立可能なものとして受
け入れるだけの両国の力量（ability）にあった，と言って間違いない。
クリミア戦争後におけるロシアの政治的停滞の原因となった物質的な脆弱性と
威信の失墜という制約からは自由で，かつ西ヨーロッパにより近接した地理的条
件を有する歴代のイギリス政府は，こうした評価を下すまでには時間がかかった。
イギリスが国民国家主義的主張に同情を深めて行った時期は，実は，ナポレオン
３世に対する猜疑心が沸騰した時期でもあった。「帝国主義（imperialism）」と
いう言葉は，英語としては，１８５８年に初めて登場した言葉であるが，当初は――
その後も暫時の間はそうであるが――，「極端に専制的な場合における皇帝の支
配」を意味し，フランスが再度ヨーロッパ大陸の支配を目論んでいるのではない
かという恐怖心と一体となった，皇帝支配に対する嫌悪を意味していたのである。
１８５９年の仏・墺戦争の勃発に際して，ダービー卿（Edward George Geoffrey Smith
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-Stanley，１４th Earl of Derby，１７９９―１８６９）［１９世紀中葉に３期に亘り首相を歴任した保
守党の政治家。無気力な指導力が問題視されてきた反面，保守党の近代化の父との評価もある。
訳注］内閣がオーストリアが敗北するのではないかという懸念から，あわやフラ
ンスと戦争をしかねない事態になったのは，ヨーロッパの「現状」に対する愛着
の念が，フランスのヨーロッパ再支配への恐怖心によって高められたからである。
ダービーの前任者で，かつてはイギリスをクリミア戦争に巻き込ませまいとして
孤軍奮闘していた平和主義者のアバディーン卿（George Hamilton-Gordon, ４th
Earl of Aberdeen，１７８４―１８６０）［クリミア戦争開戦時のイギリス連立政権の首相。保守党
の分派「ピール党員（Peelite）」で，外交政策に関して閣内のウィッグ党指導者のパーマストン
と鋭く対立した。訳注］でさえ，今や１８１５年のウィーン講和条約下における義務の
方が，オスマン・トルコの独立を擁護することよりも強制力を有しているという
信念から，仏・墺戦争への参入を望むようになっていた。イタリア問題に関する
限り，イギリスがナポレオン３世下のフランスと戦うような事態を招来させては
ならないという意見に対して，アバディーン前首相は，「仮にそうであるとした
ら，我が国が現在まで享受して来た高い地位から滑り落ち，ヨーロッパの権力構
造という土俵の上で，モナコほどの小国の地位に甘んじなければならないだろ
う」（１６）という反論を展開した。確かに，ダービー政権は，その親イタリア感情の
故に倒壊したのだが，しかし，「現状」志向と国民国家主義志向との確執が一朝
一夕に払拭されたわけではなかった。１８６１年，首相の座にあったパーマストンは，
「我が国の政策の主要目的は，四方八方およそあらゆる地域に勢力を拡大し，侵
略行為を行なおうとする途方もない計画を抱いているフランスを前にして，その
実現を阻止することにある」（１７）と述べている。彼が「現状」の維持を前面に打ち
出して，忠告と恫喝を使い分けながら，死にいたる１８６５年までヨーロッパの大陸
政治への介入政策を続けたのは，こうした理由からである。イタリアの国民国家
主義的運動に対する共感を彼が公言したのも，それは決して彼が心底から国民国
家主義に親近感を抱いていたからではなく，むしろ反フランス的政策遂行の副産
物として出て来たのである。（１８）しかし，パーマストンが死去する前，すでに国民
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国家主義的主張に共鳴することによって有効性を失っていた大陸政治への干渉主
義は，フランスの膨張政策に対抗する原理として国民国家主義が燎原の火の如く
ヨーロッパを駆け巡ったことによって，最早不必要なものとなっていた。
イギリスにおける干渉主義不要という認識は，パーマストン外交の非効率性，
国民国家主義への共感，さらには，ヨーロッパ域外で生起する諸問題――具体的
には，１８５７年のインド大反乱［セポイの乱，或いは第一次インド独立戦争とも呼称される。
東インド会社の傭兵（sepoys）への宗教的禁忌の強制に反対する運動に端を発し，東インド会社
のインド統治体制を揺るがす一大反乱運動がインド北部を中心に広がった。１８５８年には鎮圧され
たが，これ以降，インドはイギリス政府の直接統治の下に置かれることになった。訳注］や１８６１
年のアメリカ南北戦争の勃発――に対する関心の増大と相俟って，１８３０年代以降，
イギリス外交の基本原則となってきたパーマストンの政策を，１８６４年の下院本会
議の場で満場一致で否定するという結果を齎した。イギリスの急進主義者と自由
主義者は，片や国民国家主義に対する信念から，片や自由放任主義（laissez-faire）
原理の必然的副産物として，こぞって非干渉主義を標榜した。他方，保守主義者
連は――かつて１世紀ほど前に，大ピット（William Pitt, the Elder，１７０８―７８）［ウ
ィッグ党の指導者。ジョージ３世の信任を得て，イギリスを海外に活路を見い出す帝国主義国家
へと発展させた。訳注］が主張していたように――，イギリスの国益がヨーロッパ
大陸以外の地にあること，さらに，ディズレーリ（Benjamin Disraeli,１st Earl of
Beaconfield，１８０４―８１）［２度に亘り首相を歴任した保守党の指導者。自由党のグラッドス
トーンとは犬猿の仲だったが，ヴィクトリア女王の信任が厚く，分裂状態の保守党の一本化に尽
力した。訳注］の言葉によれば，現今の勢力均衡は「旧弊な制度に凭れかかる時代
遅れの伝統の上に建てられた」（１９）ものに過ぎないと主張した。１８６８年，イギリス
下院は，反乱防止法（Mutiny Bill）［軍人及び軍属に対して，俸給の上積みの見返りとし
て反乱と脱走を禁じた１７４９年制定の法律。訳注］の年次報告書から，勢力均衡の維持が
イギリス軍の存在理由の一つであるとする長年に亘って挿入されて来た語句を削
除した。このことは，パーマストンの死去とともに，イギリス政界におけるウィ
ッグ党統治の終焉――換言するならば，自由主義全盛の終焉――を象徴的に示し
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た動きであった。しかし同時に，このことは，プロイセンが齎したオーストリア
の敗北及びプロイセンの対仏脅威の増大という状況にも拘らず，ヨーロッパの勢
力均衡状況が危殆に陥ることはなく，むしろ，フランスとオーストリア両国を牽
制するという政策目標の上では，こうした事態の進展をロシアも歓迎したのであ
って，その限りにおいて，勢力の均衡状況が今まで以上に改善されることになる
という確信を反映したものでもあった。
この確信は，しばしば等閑に付されているのであるが，ごく近い将来に関する
予測としては正鵠を射ていた。この時期をいかに理解するかと問うならば，１９００
年以降については，ヨーロッパの勢力均衡が維持され続ける状況にはなかったと
記憶されているために，さらには，国家間システムの根本的な改変が，必ずしも
勢力均衡状況の破壊を伴うものではないという事実を忘れ去る傾向にあるために，
勢力均衡状況が１８７０年の時点で崩れ去ったと見做しがちである。１８７０年の普・仏
戦争でのプロイセンの勝利とフランスの敗北に象徴される情勢の進展は，確かに，
ヨーロッパの政治構造を大きく変えた。「ヨーロッパを支配する偉大な国家（la
grande nation）フランスという神話が永遠に崩れ去り」，（２０）長年に亘って緩やか
な包囲網を敷いて来た仏・墺・露３列強諸国中心主義的構造が，プロイセンが先
導する強力なドイツと，辛うじて統一を成し遂げたイタリアを取り込んだ構造に
取って代わられたのである。しかしながら，同時に，「ビスマルクが引き起こし
た３度の戦争にも拘わらず，ヨーロッパの勢力均衡状態がその命脈を絶たれたわ
けではない」（２１）ということも否定できない事実なのである。権力構造自体が変化
したことは事実なのだが，その構造を構成する諸国家はほぼ同等の地位を享受し，
従って，国家間の勢力均衡状態が以前と同様安定したものであり続けた。つまり，
国家間の構造にほぼ均一な権力配分が顕著に現れて来た１８世紀以降のいずれの時
期とも比肩し得る，確固とした勢力均衡状況が現出したのである。以前と異なる
のは，パリとウィーンに代わって，ベルリンが新たなシステムの中心地になった
ことである。今や，新生ドイツは，フランスとオーストリア両国が他の国からの
支援を恃まず自力で状況を転換させることができないだけでなく，両国が状況の
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転換を図ろうとしても，他の国からの支援を当てにはできないということにも，
誰一人疑問を持たないほど強力な存在になっていた。しかし，仏・墺両国は，い
ずれもプロイセンに打ち破られたとはいえ，クリミア戦争での屈辱感を抱えたロ
シアと同じように，列強諸国と弱小国家群との溝がますます拡がりつつあったこ
の時期に，依然として列強グループの一員であり続けたのであって，＊当時の大
半の人達は，敗北後の両国が国力を回復する上で，障害になるようなものはおよ
そなく，また両国の潜在的な力はドイツに勝るとも劣らないと見ていた。それだ
けではなく，彼らはフランスがいずれプロイセンに対して復讐戦に打って出るだ
ろうと長い間考えていた。さらに，仏・墺両国の権力の相対的低下を自覚し，そ
の状況を不安視するものがいたとしても，彼らは，同時に，ドイツが今後危険な
賭けに出て，さらなる権力の奪取に向けて突っ走る可能性はないと考えていただ
けではなく，万が一にもドイツが弱体化した両国のいずれか１ヵ国に対して攻撃
を仕掛けるような場合には，ヨーロッパの他の諸国がこぞって被攻撃国を支援す
ることになると主張し，また，それを当然視していた。かつてオーストリアの敗
北やフランスの敗北に対して，冷淡な対応に終始したイギリスとロシア両国
は，１８７５年段階で，普・仏戦争の結果を逆転させようなどとは露ほども考えてい
ないということとともに，フランスとプロイセン間に戦争状態が再発するような
事態に対しては，無関心ではいられないという姿勢を明らかにしていた。ところ
で，状況が激変したにも拘らず，ドイツの優越的地位を危険なレベルまで引き上
げずに済んだこと，そして，ナポレオン３世の登場に伴って現出したフランスの
支配という脅威が，それに代わってドイツを支配的地位に立たせることなく，ヨ
ーロッパから除去されたのは，英・露両国のこうした姿勢だけにその原因があっ
たわけではない。脅迫的手法の限りを尽くす一方で，ドイツは列強諸国の合従連
衡の悪夢に苛まされ，従って，オーストリアとロシアを懐柔しつつ，フランスの
孤立化を目指してきたが，今や充分に満ち足りた国家になった，というビスマル
ク自らの心情吐露にも一因があった。また，ビスマルクの脅迫的手法に最も強く
拒否反応を示したフランスを含めた列強諸国が，ビスマルク的政策遂行とその遂
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行を可能にしたヨーロッパの政治的中心地のパリからベルリンへの移動を，既存
の協調体制と平和にとって，危険なものであると深刻に受け取らなかったことに
も一因があった。
＊列強諸国と弱小諸国のギャップがいかに大きなものであったかを見るには，当時の
国家を列挙して見ればよい。１８７１年当時のヨーロッパには，プロイセン，イギリス，
フランス，オーストリア＝ハンガリー，ロシア，イタリアの６列強国の他に，中小国
として，トルコ，スペイン，スウエーデン＝ノルウエー，デンマーク，ポルトガル，
オランダ，スイス，ベルギー，ギリシャ，セルビア，モンテネグロの１１ヵ国が存在し
た。これら１１ヵ国のうち，完全な主権国家であったのは，トルコ，スペイン，スウエ
ーデン＝ノルウエー，デンマークの４カ国に過ぎない。セルビアとモンテネグロは，
自立した国家ではあったが，依然としてトルコ帝国の一部を構成していた。ギリシャ
は英・仏・露３列強諸国の被保護国として，その助言に従うことを義務付けられてい
た。ベルギーは，１８３９年，列強諸国間で結ばれた中立条約に拘束されていた。スイス
とオランダ両国は，ベルギーと同様，ウィーン会議の最終議定書の拘束下にあった。
ポルトガルは伝統的にイギリスとの提携関係にあった。１９世紀末までに，これらの諸
国の他に国家として認められるようになったのは，ルーマニア（１８７９年）とブルガリ
ア（１８７８―８６年）の２ヵ国に過ぎない。ヨーロッパ以外では，アメリカだけが１８７１年
段階で大国としての地位を認められていたに過ぎず，そのアメリカにしても，また急
遽国際舞台に登場してきた日本にしても，１９０２年以前には国際的政治システムに正規
メンバーとして編入されていたとは言い難い。
勢力均衡状況に大きな変化がなかったのは，部分的には，権力の分配に大きな
改変がなかったからである。１８５９年の仏・墺戦争や１８６６年の普・墺戦争の引き金
の一つとなった国民国家主義の力（force）に関して言えることは，この両戦争
がともに，ヨーロッパの協調体制を突き崩すには程遠い戦争だったのであり，均
衡状況が乱されるような事態を迎えたならば，中立的立場を採っていたイギリス
とロシアが介入してくることを怖れたこともあって，均衡状況そのものの破壊を
目的とするものではなかったということである。オーストリアに勝利したビスマ
ルクですら，当初は，フランスに何らかの弁済的措置を講ずることなしには，マ
イン川以北のドイツ中小公国群を北ドイツ連邦に併合することは出来ないと考え
ていたほどである。両戦争が戦争目的を限定した外交的側面重視の謂わば「政府
間戦争（Cabinet wars）」であったとするならば，また，このことが国民的興奮
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と民族的熱狂が大きな役割を果たした普・仏戦争にも当て嵌まるとするならば，
戦争目的の限定的適用は，以下に詳述する別個の諸事情に依拠するものでもあっ
た。いずれにしても，普・仏戦争を含めたこれらの戦争は，ヨーロッパの協調体
制という政治システムの尊重と秩序保全への関心から，意識的に戦争目的を限定
し，意識的に国民国家主義の勢いを制御した戦争当事国政府相互によって戦われ
た戦争だったのである。
戦争当事国が既存の国家間の政治システムを考慮に入れざるを得ず，さらに，
この政治システムが拠って立つ規則や前例がますます増大していることが，戦争
という手段に訴える政策を技術的に困難なものにしていた。１８６６年の普・墺戦争
及び１８７０年の普・仏戦争の際のビスマルクは――１８５９年の仏・墺戦争の際のナポ
レオン３世が「非革命的」かつ「外交的観点から正当化し得る」（２２）開戦事由（ca-
sus belli）を模索したのと同じように――，既存の国際法の下では正当化し得な
い戦争計画を推進しつつあったのである。フランスにとっても，ピエモント＝サ
ルデーニャにとっても，また，プロイセンにとっても，自国の要求を最後通牒と
いう形で文書化して，宣戦を布告するという行為に出ていたならば，自らを侵略
者と認めることに等しいことなのであった。従って，これら３ヵ国はいずれも相
手国に対して公式な手続きを経た上での宣戦布告という行動には出なかった。仏
・墺戦争と普・墺戦争の場合にはオーストリアによって，普・仏戦争の場合には
フランスによって，つまり，いずれの場合も保守的な列強国によって引き起こさ
れたのであるが，その際の理由付けは，「自国を責め苛む国に対して戦争を仕掛
ける」（２３）ことを余儀なくされるほどの挑発を相手国から受けたからというもので
あった。その上，現行の国家間の政治システムを尊重するこうした姿勢は，戦争
の勃発に際してのみ見られる現象だったのではない。確かに，上述の戦争の期間
中には，コンファレンスの開催が忌避され，必然的に，ヨーロッパの協調体制を
支えていた諸原則の効力が暫時停止に追い込まれる状況を迎え，従って，各国が
全体の合意を得ずに，自国の利得のみを求めてはならず，また，列強諸国には，
ヨーロッパの諸問題のみならず，「現状」の保全に対して共同の責任があるとい
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う共通理解に固執するのは現実的ではなかった。しかし，ヨーロッパの協調体制
は，疑問視されながらも，戦争目的の限定化にそれなりの効力を発揮したのであ
る。プロイセンやピエモント＝サルデーニャに代表される国力の伸長過程にある
国家は，自らを歴史過程の中における現今の国家間システムの中に，正当に位置
付けられる権利を有する「歴史的国家（historical states）」――ビスマルクの言
葉――であると見做していた。例えば，新生イタリア政府の常に変わらぬ関心事
は，自国が列強諸国の一員として認知されることであった。また例えば，ビスマ
ルクに関しては，彼はしばしばヨーロッパの既存の政治システムを見下すような
発言をしたり，１８６３年，プロイセンのポーランド占領をヨーロッパは認めるわけ
にはいかないとブキャナン（Sir Andrew Buchanan，１８０７―８２）・イギリス公使が
詰め寄ったときには，「ヨーロッパとは誰のことか」と言い募ることもあったが，
彼の現実の行動を仔細に見ると，それがことごとくブキャナンの「数ヵ国の大
国」（２４）という返答に示された定義に則した形で，当時の政治システムを尊重し，
そのシステムに準拠したものであったことは明白である。
ビスマルクは，ドイツの再構築を実施するに当たって，革命的な民族運動を利
用したが，それは上からの革命を齎しただけであり，ヨーロッパの均衡状況を危
険なレベルまで掻き乱すことを望んでいたのではない。しかも，国民国家主義原
理を東方ヨーロッパに適用するつもりは毛頭なかった。彼の行動は，いかなる場
合においても，とりわけ東方ヨーロッパに関しては，国民国家主義が統制不能に
なると，国家の権威それ自体が危殆に瀕することになるという確信に基づくもの
であった。このことは，「歴史的国家だけが存在可能なのである」，或いは「現在，
オーストリアの占領下にあるこの東方ヨーロッパ地域に何を新たなものとして注
入することが出来ようか。ここに新たな国家群を創設したところで，それは恒久
的な革命状況をその地域に齎すだけである」というビスマルクの発言（２５）からも
明らかである。さらに，彼は，この点に関する限り，他の列強諸国政府も彼と意
見を一にしており，あのナポレオン３世ですら，この点では保守的傾向を強めて
いるということを認識した上で行動したのである。１８６６年５月，普・仏戦争を回
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避する努力の一環として，ナポレオン３世はコングレスの開催を提唱したが，そ
の際，シュレージエン（Schlesien or Silesia）［中央ヨーロッパの他民族混在地域。１７４２
年のオーストリア継承戦争以降，プロイセンが領有し，ドイツ化を推進した。現在はその大部分
がポーランドに，ごく一部がチェコ共和国に編入されている。訳注］のオーストリア再併合
の可能性が取り沙汰された。これに対して，ビスマルクは，ドイツの民族感情に
訴えるとともに，制定には到らなかった１８４９年のフランクフルト憲法［ドイツ統
一の過程で設立されたフランクフルト議会の下で審議に付された憲法草案。オーストリアを含め
るか否かで紛糾し，最終的に制定が見送られた。訳注］を発布し，革命的理念に基づくド
イツ統一のために闘う用意がある，とフランス政府に警告した。（２６）同年７月，ド
イツの将来に道筋をつけるためのコングレス開催提案がロシアから出された時，
彼は，前回と同様，ロシアがドイツ問題に介入してくる場合には，「ドイツと近
隣友邦諸国の民族的力を最大限に行使する」と威嚇した。（２７）しかも，こうしたビ
スマルクの警告や威嚇は，充分にその効果を発揮したのである。
ビスマルクに警告と威嚇を実行に移す可能性があったか否かについては，議論
の余地があるだろう。ビスマルクが３度に亘って行なった戦争が国民国家主義理
念に基づくものではなく，国家存立事由（reasons of state）に基づくものであっ
たとするならば，これらの戦争は，まさしく，国家権力と国家礼賛が社会と世論
に対して強制力を持ち始めた時期――さらには，社会と世論を変化させ始めた時
期――に戦われたのである。この変化の過程は，戦後処理を行なう上で，民族自
決主義理念が以前ほどの注目を浴びなくなって行った過程，さらには，国民国家
主義の力点そのものが変化して行った過程の中に，明確に示されている。イタリ
アの統一に伴う領土の再配分は，サボイとニースのフランスへの割譲を含め，１８６６
年までは，国家間のコンファレンスによる承認という手続きを経ない場合には，
すべて当該地域の住民投票に付された結果であった。第二次シュレズウィヒ戦争
開戦後の１８６４年，ビスマルクは北部シュレズウィヒを獲得後，領有の是非を問う
住民投票の行使を公約した。この公約は，１８４８年以降燎原の火の如く拡がった民
族感情という新たな力のなせる業であったとともに，旧来からの伝統に適う措置
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でもあった。領土劃定に関する法的制度とともに，領土化された住民の存在の中
にこそ国家の起源があるという点から見るならば，その当然の帰結として，民族
自決原理は１９世紀よりもかなり古い時代の産物であり，１８１５年から１８５０年までの
期間に関しては，「現状」の変更が必要な場合，それはひとえに列強諸国の共同
責任においてなされるべきであるとする捉え方が，一時的に民族自決原理を蔽い
尽くしていたからである。いずれにしても，北部シュレズウィヒに対するビスマ
ルクの住民投票の公約が，実行に移されることはついぞなかった。その後のプロ
イセンの領土併合は，アルザス＝ロレーヌ地域の場合にしても，ドイツ諸公国の
場合にしても，住民投票に付されることはなく，また多国間コンファレンスの裁
可を受けることもなかった。但し，１８７１年のフランクフルト条約の下で，プロイ
セン軍のパリ入城を認めるという条件の見返りとして，アルザス地域のフランス
側要衝ベルフォール（Belfort）をプロイセンのアルザス＝ロレーヌ併合から除外
することになったのが，唯一の例外的事例と言える。ドイツとイタリアを嚆矢と
するヨーロッパに生まれつつある新たな国家を国内的に再構築するための各種の
取り極めの中にも，全く同一の過程，即ち，国民国家主義の退潮過程と変容過程
が作用してことを認めることが出来る。従って，１８７０年当時の共和主義者連が，
ヨーロッパにおける国民国家主義の歴史の第一段階の成果を総括して，「ピエモ
ント＝サルデーニャ及びプロイセンにおいて達成された行政府の革命，外交の革
命に代わる人民革命（popular revolution）……を開始する」（２８）必要性を必死に説
いて回っていたのも無理からぬことであった。
政治的不安定状況と領土上の改変に満ちたこの時期に決着をつけた普・仏戦争
は，図らずも，ヨーロッパの諸国家の自由意志に基づく連邦体制という１９世紀中
葉に抱かれた共和主義者諸氏の夢――その夢は，旧態依然たる行政府機構を弱体
化させることによって実現されるはずだったのであるが――を最終的に雲散霧消
させたのである。旧来と変わらぬスタイルを踏襲する列強諸国間の政治システム
がこの時期の現実だったのであり，その政治システム内では，各国はますます強
力になった行政府の統制を受けるとともに，物理的な制約に限らず，旧来からの
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伝統と原則に等しく行動の自由が制限されていたのである。今後の課題は，この
時期に少なからず揺さぶりを掛けられながらも，基本的な要素を辛うじて保持し
続けたこの政治システムが，果たして，行政府権力の増大という状況の中で生き
延びられるかどうか，さらには，今まで経験したことのない新たな政治的圧力に
正しく適応出来るかどうかということであった。
この１９世紀中葉の政治システムは，さらに１世代生き延びることになった。１８７１
年以降，列強諸国間には１８１５年から１８５４年にかけて見られた平和状態よりも長期
に亘る平和状態――１９１４年の第一次世界大戦の勃発によって，その幕を閉じるこ
とになるのだが――が現出した。普・仏戦争後から１９００年までの３０年間，ヨーロ
ッパの新たな「現状」は，１８５４年に勃発したクリミア戦争以前の状況と同様，深
刻な挑戦に立ち向かうこともなく，広く受け入れられていたのである。この期間
に国境が変更されたり，主権が移動したりしたのは，バルカン半島の諸国だけに
限られていた。しかも，こうした国境の変更も，主権の移動も，列強諸国が陰に
陽に画策した結果として引き起こされたというよりも，気が進まないながらも列
強諸国が渋々受け入れざるを得なかったことだったのであって，この所謂「東方
問題」にしても，確かに，オスマン・トルコ帝国の崩壊が齎した錯綜する諸問題
を列強諸国が避けて通ることは出来ず，また，トルコ帝国の分割という列強諸国
間の合意によっても，事態の改善が図れないということもあって，一面ではヨー
ロッパの国家間関係の中心的問題であったことは否定出来ないのだが，但し，平
和状態を危殆に陥れるほどの深刻さを有していたわけではなかった。翻って，ヨ
ーロッパの外に目を転ずると，そこでは国境と主権の改変が巨大なうねりとなっ
て渦巻いており，その改変たるや，以前の如何なる時代にも増して，急速かつ広
範なものであった。しかし，こうした変化は，ヨーロッパの場合と同じように，
ヨーロッパの主要列強諸国間の戦争を惹起することなく，或いは，戦争への危機
的状況を惹起することなく実現したのである。つまり，ヨーロッパの外での激し
い流動性と進むべき進路の定まらない環境下においても，旧大陸ヨーロッパの往
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来が激しいがよく踏み固められた道と比較して，何ら遜色のない外交上の有効性
と列強諸国政府の慎重性が発揮されたのである。
ヨーロッパ域外におけるこのような状況は，ヨーロッパ域内の状況と変わらず，
基本的には，ヨーロッパの主要列強諸国間に現出した新たな勢力均衡状態が齎し
たものであった。確かに，非ヨーロッパ諸国が新たに国際舞台に登場し，例えば，
日本が１８９４年に中国に対して行なったように，また例えば，アメリカが１８９８年に
スペインに対して行なったように，これら新進の国家は，国益追求の名の下に，
他国に対して公式に宣戦の布告をするほどの力をつけていた。しかし，日清戦争
勝利後の日本は，今まで以上に慎重に行動せざるを得ず，またアメリカの場合に
しても，南北アメリカ大陸（New World）ではともかく，東アジア方面ではより
慎重な行動を求められていた。その主たる理由は，ヨーロッパの列強諸国が東ア
ジア地域に侵出してきたからである。１９００年代までは――即ち，アメリカがフィ
リピンの領有とハワイの併合によって，太平洋国家として登場して来る米・西戦
争の終了時まで，また，日本が１９０４年―０５年の日・露戦争でロシアを敗北に導く
時点までは――，モンロー主義（Monroe Doctrine）［１８２３年にトーマス・ジェファー
ソン（Thomas Jefferson，１７４３―１８２６）の盟友で第５代大統領ジェームズ・モンロー（James Mon-
roe，１７５８―１８３１）が議会教書の中で，ヨーロッパ政治への不介入政策及び新大陸アメリカの自主
的行動の自由を宣言した。モンロー主義はその後第二次世界大戦の開始時まで，アメリカ外交の
基本的な性格を決定付けた。訳注］とモンロー主義の成立基盤である強大なイギリス
艦隊の存在によって外敵からの「隔離」状態にあった北米大陸，及び，中米諸国
と南米諸国の地域的な勢力均衡状況が進展を見せていた中南米地域を例外として，
ヨーロッパ域外の諸問題は，多かれ少なかれ，ヨーロッパ列強諸国の支配すると
ころであった。列強諸国の中では，唯一イギリスだけが，――ボーア戦争［アン
グロ・ボーア戦争，南アフリカ戦争とも呼称される。１８８０―８１年と１８８９―１９０２年の２度に亘って南
アフリカのオランダ系移民ボーア人（Boers，オランダ語で農民を意味する）とイギリスの間で，
ボーア人の自治権を巡って戦われた戦争。最終的に，ボーア人のオレンジ自由国（Orange Free
State）とトランスヴァール共和国（Transvaal Republic）が解体させられ，大英帝国に編入され
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た。訳注］に見られるように――小国に対して宣戦を布告し，――ファショダ危
機（Fashoda Crisis）［１８９８年に英・仏両帝国主義国家間のアフリカ大陸分割支配の過程で起
きた事件。アフリカ大陸の縦軸支配を目指すイギリスと横軸支配を狙うフランスの両軸が交差す
る戦略拠点であるスーダンのファショダの専有を巡り，交戦一歩手前まで行ったが，フランスの
全面的妥協によって，両列強間の戦争が回避された。訳注］に見られるように――公然と
列強諸国の一員フランスに対する威嚇政策という挙に出たり，さらには，――１８８２
年のエジプト占領に見られるように――既存の勢力均衡状況に重大な改変を齎す
政策を推進することが出来た。ロシアも１８７０年代の近東危機の時期に，オスマン
・トルコに対して宣戦布告をしたことがあるが，これはどちらかと言うと，利己
的な動機から出た行動というよりも，むしろキリスト教的動機或いは汎ヨーロッ
パ的動機に基づく行動であった。ロシアに限らず，イギリス以外のヨーロッパの
列強諸国は，この時期以降，非ヨーロッパ地域においても，戦闘行為に訴えるこ
とは素より，宣戦布告などという強硬な姿勢に出ることを忌避するようになった。
すべての国家は，ヨーロッパでは勿論のこと，非ヨーロッパ地域においても，性
急な行動――即ち，戦闘行為に訴えること，他国に対して戦争布告をし，公式な
戦争状態に入ること，他国の利得を不釣合いなほど上回る利得を追い求めるこ
と――を慎むようになったのだが，それは当時広く行き渡っていた国家間関係シ
ステムの制約をすべての国家が共有していたからこそなのである。
ヨーロッパの列強諸国が１９世紀前半に見られたような自己抑制的対応に復帰し
たのは，勢力均衡重視志向が強まったためだけではなかった。それは，１９世紀前
半の底流にあった列強諸国間の集団的統一性，即ち，ヨーロッパの協調体制を尊
重する精神態様に基礎を置く諸原則を一貫して遵守し続けたためでもあった。こ
れら諸原則は，１８７１年以降に生起した数度の戦争にも貫かれており，暗黙裡にこ
れら諸原則を受容することが，勢力均衡に対する現実的な配慮から導き出された
自己抑制という概念と相俟って，１８７１年以降になって現出して来た相互補完的な
二つの要素――即ち，新たな「現状」の受容と平和の維持に対する共通の決意――
の基礎を成すものであった。国家間における勢力均衡志向が危険な行動を起こす
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歯止めの役割を果たした一方で，勢力均衡状況がその本来の機能を発揮出来たの
は，そこに自己抑制が働いていたからである。実は，その後数年間に亘って，自
己抑制という考え方はそれ以上の役割を果たすことになった。ヨーロッパの協調
体制がかつて声も高らかに標榜していた協力（collaboration）を基調とする国家
間システムへの回帰を促したのである。
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